JTBみらい交流創造基金 活動計画書
（2026年度）
記入日：　　　　　　　　		
団体名：　　　　　　　　　　　　	

1. 事業の背景・課題：300字以内で記入してください
	



2. 事業の目的：300字以内で記入してください
	



3. 期待される成果：300字以内で記入してください
	



4. 主な活動内容：400字以内で記入してください
	






5. 実施スケジュール（助成活動期間内における大まかなスケジュールをご記入ください）
	



6. 実施体制（協働団体がある場合は団体名および役割分担をご記入ください）
	例)
運営　　　：
企画・調整：
学術連携　：
教育連携　：
協力　　　：
行政支援　：



7. 事業終了後の計画・展望：300字以内で記入してください
	



8. その他（補足等）
	



＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
	申請受付番号
（事務局記入欄）
	






記入日：2026年７月１日　		（記入例）

団体名：公益社団法人●●●●●　	

1. 事業の背景・課題：300字以内で記入してください
	〇〇町の沿岸部では、かつて豊かな漁場であった藻場が磯焼けにより減少し、生物多様性が低下している。また、内陸部の里山は管理放棄され、竹林の侵食や不法投棄が深刻化している。これらの背景には、地域の人口減少と高齢化による担い手不足という構造的な課題が存在する。このままでは、地域固有の自然環境と、それに育まれた景観や文化が次世代に継承できなくなるという危機的状況にある。



2. 事業の目的：300字以内で記入してください
	本事業の第一の目的は、科学的知見に基づいた環境再生活動を通じて、劣化した里山・里海の生態系サービスを回復させることである。第二に、この活動プロセスに地域内外の多様な人々が関わる機会を創出し、次代の担い手を育成するとともに、関係人口の創出につなげる。最終的に、環境保全活動が地域の新たな魅力となり、教育や観光といった分野とも連携することで、持続可能な地域社会の実現に貢献するモデルを構築する。



3. 期待される成果：300字以内で記入してください
	まず〇〇ヘクタールの環境再生により、荒廃した里山・里海の生態系を回復させ、地域固有の景観の魅力を高める。加えて、環境教育プログラム（5回/150名）や体験型エコツーリズ（2本/30名）を実施する。これらの活動プロセスに多様な人々が関わることで、参加した住民や子どもたちの環境保全意識が醸成され、地域への愛着が深まる。さらに、地域外からの参加者との交流が新たなコミュニティ形成を促し、地域のファンとなる関係人口の創出に貢献する。



4. 主な活動内容：400字以内で記入してください
	4つの活動を柱とする。①環境再生・保全活動：専門家の指導のもと、植生回復のための植樹や、沿岸部の水質改善調査、竹林の間伐・外来種駆除を行う。②環境教育プログラム：●●大学と連携し、地域の小中学校向け出前授業や、一般市民向けの自然観察会・フィールドワークを季節ごとに実施する。③体験型エコツーリズム開発：保全活動に食文化体験などを組み合わせたプログラムを造成し、関係者向けモニターツアーで改善点を洗い出す。④広報・情報発信：ウェブサイトやSNSで活動の進捗や成果を定期的に発信し、地域メディアとも連携して周知を図る。年度末には活動報告会を開催し、成果を共有する。





（記入例）

5. 実施スケジュール（助成活動期間内における大まかなスケジュールをご記入ください）
	2026年9月～10月： 準備期間（協働団体とのキックオフ会議、年間詳細計画の策定、広報物作成）
2026年11月～12月： 環境再生・保全活動（秋季）、環境教育プログラム（出前授業）の実施
2027年1月～2月： 体験プログラムのモニターツアー実施、活動内容の中間レビュー
2027年3月： 活動報告会の開催、事業成果の取りまとめ、次年度計画の策定



6. 実施体制（協働団体がある場合は団体名および役割分担をご記入ください）
	例)
運営　　　：公益社団法人●●●●●
企画・調整：一般社団法人●●●エコツーリズム推進機構
学術連携　：●●●大学環境学部
教育連携　：●●●市立小中学校
協力　　　：環境NPO法人●●●、地元観光協会、地域住民団体
行政支援　：●●●市環境政策課



7. 事業終了後の計画・展望：300字以内で記入してください
	本助成で確立した体験プログラムは、一部を有料化し、教育旅行や企業の研修プログラムとして販売することで自主財源を確保する。また、活動の趣旨に賛同する企業からの継続的な寄付や、個人サポーター制度を導入し、安定的な運営基盤を構築する。本事業を通じて育成した地域人材が中心となり、NPO法人化も視野に入れ、活動を自律的に運営する体制を目指す。将来的には、本モデルを近隣の〇〇地域へも展開し、広域的な環境ネットワークの形成に貢献する。



8. その他（補足等）
	



＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
	申請受付番号
（事務局記入欄）
	






